
JIS 規格ができるまで（図 1）

①通産省・工業技術院が“制定”“改正”を決定

②工業技術院が原案作成作業計画を決定。
　この時に委託事業期間も決まる

④事業団体が原案作成委員会を編成

⑤原案作成委員会の親委員会が、事前検討の
　うえ開発方針を作成

⑥親委員会で決められた枠にそって
　作業部会が開発を開始

⑦年度始めと年度末に
　親委員会が作業部会の業務をチェック

⑧作業部会で開発した原案を親委員会が承認

⑨工業技術院が完成した原案を受理

⑩日本工業標準調査会で最終審議

⑪主務大臣名で制定・改正

『標準化ジャーナル』に“原案作成作業計画”を
掲載し、意見照会を求める（工業技術院）

『通産省公報』『News from MITI』で委員参加
や意見の照会を求める（工業技術院）

公開レビュー、公開審議（原案作成委員会）

『通産省公報』等で部会参加の呼びかけ
（工業技術院）

『通産省公報』『News from MITI』『標準化
ジャーナル』で意見照会を求める（工業技術院）

『官報』『通産省公報』『標準化ジャーナル』等で
公示（工業技術院）

工業技術院と人選の調整

外部への公開
（カッコ内は公開する主体）
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――委託事業（制定・改正）の場合――

委
託
事
業
の
決
定 ③工業技術院が原案作成の事業団体を

　決定、委託。

“開発移行表明”の公表（原案作成委員会）

“開発進捗状況”の公表（原案作成委員会）

原案作成委員会が規格としての
体裁を整える作業をする

審議された原案に『解説』を加え、
原案作成委員会が規格票の編集
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最終案、国際提案書の公開
（原案作成委員会）


